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告 示 

鳥取県告示第229号 

鳥取県星空保全条例（平成29年鳥取県条例第47号）第９条第１項の規定に基づき、次のとおり星空保全地域を

指定したので、同条第６項の規定により告示する。 

平成30年４月１日 

鳥取県知事 平 井 伸 治 

１ 星空保全地域の名称 

鳥取市佐治町星空保全地域 

２ 星空保全地域に指定する区域 

平成16年11月１日市町村合併前の佐治村の区域の全部 

                                                    

鳥取県告示第230号 

鳥取県星空保全条例（平成29年鳥取県条例第47号）第11条第１項の規定に基づき、鳥取市佐治町星空保全地域

に係る星空保全照明基準を次のとおり定めたので、同条第７項の規定により告示する。 

  平成30年４月１日 

鳥取県知事 平 井 伸 治 

照明器具

の種類 
項 目 基 準 

屋外照明

器具 

 

設 置 の

位置 

照明の目的を達成するのに必要な最小限の箇所に設置して使用すること。 

照 射 の

方向 

１ 垂直に設置した場合の上方光束比が５パーセント以下となる照明器具を、当該数値

以下となる向きに設置して使用すること。 

２ １以外の照明器具を設置し、使用する場合は、その縁が光源の下端よりも低い位置

となるよう照明器具の上部に傘その他の遮へい物を設置し、上方に光が漏れないよう

にすること。 

建築物等

を照射す

る照明器

具 

設 置 の

位置 

 必要最小限の箇所に設置して使用すること。 

照 射 の

方向 

１ 次の要件を満たすよう設置して使用すること。 

ア 下向き照射とすること。 

イ 建築物等のみを照射すること。 

２ その縁が光源の下端よりも低い位置となるよう照明器具の上部に傘その他の遮へい

物を設置し、上方に光が漏れないようにすること。 

輝度 照射される建築物等の表面の輝度は、５カンデラ毎平方メートル以下とする。 

広告物照

明器具 

 

照 射 の

方向 

１ 広告物を外部から照射する場合においては、次の要件を満たすよう設置して使用す

ること。 

ア 下向き照射とすること。 

イ 広告物のみを照射すること。 

ウ その縁が光源の下端よりも低い位置となるよう照明器具の上部に傘その他の遮へ

い物を設置し、上方に光が漏れないようにすること。 

２ 広告物本体が発光する場合又はその内部が発光する場合においては、その縁が広告

物の中心よりも低い位置となるよう広告物の上部に傘その他の遮へい物を設置し、上

方に光が漏れないようにすること。 

輝度 広告物の表面の輝度は、400 カンデラ毎平方メートル以下とする。 

備考 
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１ 「屋外照明器具」とは、道路、駐車場、庭園その他の屋外の場所において必要な明るさを確保する目的で

設置し、使用する照明器具（イルミネーションの用に供するものを除く。）をいう。 

２ 「建築物等」とは建築物、工作物その他の施設をいい、「建築物等を照射する照明器具」とは建築物等の外

観を照射する目的で設置し、使用する照明器具をいう。 

３ 「広告物照明器具」とは、広告物の外観を照射する目的で設置し、使用する照明器具又は広告物本体若し

くはその内部が発光する広告物をいう。 

４ 上方光束比は、光源全体から出る光束のうち水平より上方に向かう光束の比率とする。 

５ 照射される建築物等の表面の輝度は、平均照度に面の反射率を乗じて得た数を円周率で除して得た数値と

する。 

６ 広告物の表面の輝度は、次のいずれかによるものとする。 

(１) 広告物の外観を照射するとき 平均照度に面の反射率を乗じて得た数を円周率で除して得た数値 

(２) 広告物本体又はその内部が発光するとき 広告物の表面の輝度を測定して得た数値 

７ 平均照度及び輝度の測定方法は、日本工業規格Ｃ7612 及びＣ7614 による。 

８ 個人の住宅に係る照明器具については、この基準は適用しない。 

 


